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【お問い合わせ】弁護士法人青森リーガルサービス 青森県弁護士会所属 代表社員弁護士：木村哲也  
 

青森支店【青森シティ法律事務所】         
〒030-0822 青森市中央１丁目１番２９号 青森日商連中央ビル２階  TEL：０１２０－９６０－１１１ 
 

八戸本店【八戸シティ法律事務所】 

〒031-0042 八戸市十三日町１ ヴィアノヴァ６階  TEL：０１２０－１４６－１１１  受付時間：平日午前９時～午後５時 
 

当事務所では、お付き合いいただいている皆様に向けて、法律関

連のニュースや当事務所の近況などを、定期的にニュースレターとし

てお送りさせていただいております。当事務所の近況やご挨拶のほ

か、少しでもお役に立てる情報をお届けできればと思っております。 
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当事務所では、地域の皆様から、借金・債務整理に関するご相談・ご依頼を多数お受

けしております。今回のニュースレターでは、小規模個人再生と給与所得者等再生につ

いて、解説いたします。 

１ 個人再生とは 

    個人再生とは、借金の返済が困難になった場合に、裁判所を通じて借金額を減額し

て返済負担を軽減するための手続です。安定した収入がある場合に選択肢となり、返

済額を大幅に減額できること、住宅ローンが残るマイホームを守れるという利点があ

ります。個人再生には、小規模個人再生と給与所得者等再生の２種類があります。 

  ２ 小規模個人再生とは 

    小規模個人再生は、給与所得者等再生と比較して、月々の返済額を低くすることが

できるのが通常です。ただし、債権者数および債権額において、過半数の反対がない

ことが認可の条件です。なお、過去７年以内に、自己破産による免責などを受けてい

る場合であっても、小規模個人再生を選択することができます。 

３ 給与所得者等再生とは 

  給与所得者等再生では、小規模個人再生と比較して、月々の返済額が高くなるのが

通常です。一方で、債権者からの過半数の反対がないことは、認可の条件とはされま

せん。なお、過去７年以内に、自己破産による免責などを受けている場合には、給与

所得者等再生を選択することはできません。 

  ４ 小規模個人再生と給与所得者等再生の選択 

    基本的には、月々の返済額を低くすることができる小規模個人再生を選択するのが

よいでしょう。しかし、債権者から過半数の異議が出されると、小規模個人再生は失

敗に終わります。債権者から異議が出されることはそれほど多くありませんが、全件

異議を出してくる金融業者もいますし、金融業者ではない債権者は異議を出してくる

ことは珍しくありません。債権者の過半数から異議が出されることが見込まれる場合

には、給与所得者等再生を選択するのがよいでしょう。債権者の過半数から異議が出

されるかどうか分からない場合には、まずは小規模個人再生を申し立ててみて、債権

者の過半数の異議により失敗したときは、給与所得者等再生に切り替えるという対応

も考えられます。 

  ５ 個人再生については当事務所にご相談ください 

    当事務所では、個人再生を含む借金・債務整理に関する解決実績が豊富にございま

す。皆様の周りに借金問題でお困りの方がいらっしゃいましたら、当事務所をご紹介

いただければと存じます。 
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